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はじめに 

 
北陸税理士会（以下「当会」という。）は、税理士法第 49 条の 11（税理士会は、 

税務行政その他租税または税理士に関する制度について、権限のある官公署に建議し、 

またはその諮問に答申することができる｡）の規定に基づき、平成 25 年度税制改正に 

関する意見を提言します。 

 

 この意見書を作成するにあたって、当会調査研究部では従来から次の三点を基本と 

して、新たに会員や各支部から寄せられた意見について検討し、過年度の意見書を対 

照に集約しました。 

①  重要な改正意見については、それに関連した項目や論点も考慮して、中長期 

的な展望で検討する。 

②  経済情勢や社会環境の変化に対応するため、早急に改正すべき項目や負担の 

緩和を求める項目について検討する。 

③  税制に関する執行や運用に関する意見については、更に一層の検討をする。 

 

この意見書は、日常の税理士業務において納税者と直に係わりあう税務の専門家

である実務家の立場から、税制および税務行政の問題点を把握し、その解決のため

の方向性を意見しており、公平かつ合理的な税制の確立と申告納税制度の発展を目

的としています。 

 

   必要とされる税制改正には、とりわけ中小企業や小規模事業を中心とした地域経

済の活性化、少子長寿社会への対応、低所得者・経済的弱者層への配慮が重要な観

点となります。 

 

   われわれ税理士は、単に税負担の軽減だけを求めるのではなく、公平を第一義と

して、国民一人一人が納得して納税できる税制の実現を希求するものであります。 
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租税三原則と基本的視点 

 
当会調査研究部では、税制改正を論議する際に、議会制民主主義を前提とした申告納

税制度の下では、制度の成立過程や内容が透明で理解しやすく、その制度に基づき納税

することについて、納税者の理解と納得なしには改正議論は進まないとの考え方から、

「公平・透明・納得」の三原則を基本的な考え方として、税務に関する専門家として納

税者の立場に立ち、税制に対する視点を従来どおり次の５つに定めました。 

 

1．公平な税負担 

   税制の基本は税負担の公平だが、何をもって公平とするかの基準は様々であり、

普遍的な公平の存在も流動的である。現在の少子長寿社会においては、特に低所得

者層や経済的弱者層に配慮しながら、高齢者を年齢だけで一律に優遇する税制の歪

みを見直し、年齢にかかわらず能力に応じて公平に負担を分かち合うことが重要で

ある。 

   したがって、公平な税負担を実現させるためには、水平的公平や垂直的公平、更

には世代間の公平が各々互いに補完し合えるような均衡のとれた税制を構築して

いく必要がある。 

 

2．自由な経済活動を妨げない税制 

   市場経済の国際化・情報化や企業活動の多様化が進展するなか、個人や企業の潜

在能力を最大限に引き出し経済社会に活力を与えるためには、税制が経済活動や資

産選択等に歪みや障害とならないようにしなければならない。特に税制改正につい

ては、財政状況についての周知を前提とし、その目的や内容について国民の理解が

得られるものである必要がある。 

   したがって、未だに経済社会の構造変化に対応しきれず不公平感が拭いきれない

税制上の措置を見直し、超過負担を最小限に留められるよう継続的な見直しを行う

必要がある。 

 

3．簡素な申告納税事務 

   申告納税制度は、納税者が自ら租税法規を理解し、税額を正しく計算して期限ま

でに申告納税を行うことができることを前提としていることから、租税制度は複雑

難解なものであってはならない。また、制度を精緻なものとしても計算が複雑にな

りすぎては納税者の理解は得られない。さらに、単に納税者側の事務負担を軽くし

ても課税庁側の負担が重くなれば、結局、徴税コストの削減にはつながらない。 



3 
 

そこで、適正で公平な課税を実現するためには、納税者の事務負担がどの程度にな

るか、また、どの程度まで許容されるのかという視点も重要になってくる。たとえ

ば、源泉所得税など徴収義務者が税負担者の税額を計算し納付するものについては、

その事務負担に対する十分な配慮が必要であるし、消費税についても事業者の事務

負担への配慮が必要である。 

 したがって、簡素な申告納税事務であるためには、官民一体となった協力体制が

必要であり、官民全体での徴税コストが常に最小限になるような制度であることが

求められる。 

 

4．時代に適合する税制 

 わが国を取り巻くグローバルな経済社会環境は、日々刻々と変化を続けている。

税制はこうした経済社会の構造変化や取引形態の変化に対応していかなければ、新

たな歪みや不公平を生じさせることとなる。 

 したがって、国際競争力の向上、自由な経済取引による国内需要の喚起といった

観点から、国際的な整合性を保ち、既得権や既成の制度に影響されることなく、常

に時代に適合する税制となるよう政策税制等の見直しを継続しなければならない。 

 

5．透明な税務行政 

 納税者の観点から税務行政庁に求めるものは、常に適正、公平で信頼できる（透

明な）税務行政の執行である。 

 したがって、その実現のためには、特に税務行政手続に関する規定を法律におい

て整備することが求められる。さらに、課税庁が適正で公平な執行を担保するため、

通達等で運用上対応している現状も踏まえて、制度面のみならず執行・運用面での

適正化も確立していくことが求められる。 
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平成２５年度の税制改正に関する意見 

(H**～)＝平成**年度分よりの意見 

(～)＝平成 16 年度以前よりの意見 

 

Ｉ 各税目に共通する改正意見 

 

1．納税者不利に変更する遡及立法は施行しないこと 

  【意見および理由】（Hl9～） 

   国民は現行の租税法規に従って経済活動を行っているのであり、たとえば、予測

不可能な税制改正により納税者不利に変更する遡及立法が施行されれば、それは私

的財産権を侵害することであり、正常な経済活動や法的安定性を損なう結果となる。 

   したがって、税制改正においては、民主主義の根幹を成す租税法律主義を遵守し、

とりわけ納税者不利に変更する遡及立法は、絶対に施行すべきではない。 

 

2．各種の承認申請書および届出書の提出期限は、各税目の確定申告書の提出期限とす

ること 

 ［条文］法法 122 法令 30.52.119 の 6 消法 9．19．30．37 消令 20 通法 17 

 【意見および理由】（～） 

 法人税の青色申告承認申請書をはじめ、棚卸資産・有価証券の評価方法や減価償

却資産の償却方法の変更承認申請書の提出期限は、当該事業年度の開始の日の前日

までとされており、また、消費税の課税制度等の選択届出書については、課税期間

開始の日の前日までとされている。しかし、評価方法等の変更の判断や設備投資等

の事業計画は決算確定後に行うことが一般的であり、現行規定では実務上の不都合

を招きかねず税制上の不利益を被ることがある。 

   公平な税負担、自由な経済活動を妨げない税制、簡素の申告納税事務、時代に適

合する税制、透明な税務行政を実現するためにも、不都合や不利益の原因となって

いる現行の提出期限は、各税目の確定申告書の提出期限と同一にすべきである。 

 

3．法定外資料の照会や提出の要請は必要最低限にとどめること 

 【意見および理由】（～） 

   納税者に対して頻繁に照会や提出の依頼がある法定外資料のうち各種資料箋等

については、その作成のために相当の事務負担を強いられており、その提出依頼が

頻繁になされれば、納税者の事業遂行にも支障をきたし、税務行政庁との信頼関係

を阻害することにもなりかねない。 

 したがって、これら法定外資料に関する要請は、必要最小限にとどめ、納税者の

理解を得られるもののみに制限すべきである。 
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 【検討】 

 個人情報保護法では、第三者への個人データの提供に関する本人同意は、国など

の法令上の事務遂行上、その同意取得が支障になる場合には必要ないとされている

が、個人データについては、正確性を確保し安全管理に努めることが必要である。 

 

4．少額減価償却資産の取得価額基準を引き上げること 

 【意見および理由】（H24～） 

   少額減価償却資産の損金算入制度における取得価額基準は 10 万円未満とされ、

20 万円未満の減価償却資産については一括償却資産制度がある。また、中小企業

者に対しては、期限・上限付きで取得価額 30 万円未満の資産につき損金算入する

ことが認められている。 

   このような制度は、税制簡素化の観点から早急に改善すべきである。 

 【検討】 

   これらの制度を統合して、少額減価償却資産の取得価額基準を 30 万円未満と 

  すべきである。 

 

5．同族会社等の行為計算否認規定を明文化すること 

 ［条文］所法 157 法法 132.132 の 2～3 相法 64 地価法 32 

 【意見および理由】（H19～） 

   同族会社等の行為計算の否認規定は、私法上は有効な行為ではあるが、主として

租税軽減を目的に行われる行為であるものに対処するため設けられたものであり、

条文においては「これを容認した場合には税の負担を不当に減少させる結果となる

と認められるものがあるとき」と規定されている。 

   しかし、この規定では課税要件が明確化されておらず、いたって抽象的かつ包括

的であり、それゆえに課税庁の裁量権に依存せざるをえず、恣意性の介入は避けら

れない。 

   したがって、課税要件明確主義の見地から、法令等において「税の負担を不当に

減少させる結果」の意義を明確にすべきであり、少なくとも具体例は示すべきであ

る。 

 

6．同族関係者・特別関係者の範囲を個別に規定し、実態に即した要件を定めること 

 【意見および理由】（H24～） 

  法人税法、相続税法等において、同族関係者および特別関係者の範囲を定める場

合は、民法上の親族概念が借用されているが、現在の社会情勢から相当に乖離して

いると言わざるを得ない。 
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 したがって、同族会社の判定、特定同族会社の判定、非上場株式の納税猶予制度

における納税猶予の取消事由などに用いられている親族概念を、制度の趣旨に合致

した範囲に限定することが必要である。 

 【検討】 

  取引相場のない株式等の評価に際しての同族関係者の範囲は、配偶者、直系血族、 

兄弟姉妹及び 1親等姻族程度が適切である。 

 

7．重加算税の賦課決定通知書には、その理由を附記すること 

 ［条文］通法 68 措法 94 

 【意見および理由】（H21～） 

   重加算税の課税要件である「事実の隠ぺい｣、「仮装」については、理論的な定

義付けがされておらず、重加算税の賦課対象となる行為の例示だけがされている。 

   したがって、申告納税制度の趣旨に鑑み、他の理由附記制度と同様に、税務行政

における透明性の確保と納税者への便宜のために、重加算税の賦課決定通知書には

その賦課決定の理由を附記することを義務付けるべきである。 

 

8．延滞税の 14.6%の割合を特例基準割合に 7.3%を加えた割合とすること 

 ［条文］通法 60 措法 94 

 【意見および理由】（H21～） 

   平成 11 年度改正において、当時の低金利を勘案し利子税等の軽減を図ることと

され、延滞税 7.3%は特例基準割合(＊)に改正されたが、延滞税 14.6%については改

正されず据え置かれたままである。 

   この延滞税の 14.6%は、遅延利息部分 7.3%と行政制裁部分 7.3%から成ると考え

られるため、14.6%のうち少なくとも遅延利息部分については特例基準割合を適用

すべきである。 

  （＊前年の 11 月 30 日における日本銀行が定める基準割引率に 4%を加えた割合） 

 

9．死亡に伴う準確定申告害の提出期限を相続税の申告期限に統一し、相続による青色

申告承認申請を相続税の申告期限と同一にすること 

 ［条文］所法 124.125.144 消法 45 

 【意見および理由】（～） 

   被相続人の死亡した年の所得税額は、相続税の債務控除の対象となるため所得税

の計算を先行する必要があるとされているが、現実には、相続財産の分割後でなけ

れば当該所得税額の計算が困難なことがある。 

 したがって､準確定申告書の提出期限を相続税の申告期限に統一すべきであり、

相続財産に不動産所得の起因となる資産がある場合には､分割協議の成立前に事業
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承継者が定まらないことがあるため、相続による青色申告承認申請書の提出期限を

相続税の申告期限と同一にすべきである。 

 

10．死亡に伴う振替納税に関しての救済措置を講ずること 

 【意見および理由】（H21～） 

 振替納税の申請者が確定申告書を提出した後、申告期限の翌日から振替日までの

間に死亡したときは、金融機関による口座閉鎖措置によりその振替納税は不可能と

なるのであるが、その振替日までにその振替額を自主納付した場合には延滞税の納

付は要しない。しかし、口座に預金残高があるにもかかわらず、金融機関の措置に

よる振替不能をもって延滞税を賦課することには、納税者の理解を求められるもの

ではない。 

 したがって、このような場合の救済措置について対策を講ずるべきである。 

 

11．電話加入権を減価償却資産とすること 

 ［条文］所令 5．6⑧ソ 法令 12．13⑧ソ 

 【意見および理由】（Hl8～） 

 電話加入権の引受義務が無くなり、設置工事費のみの負担となった昨今において

は、これを非減価償却資産として無形固定資産に計上することに法的な合理性は存

在しなくなっている。 

 したがって、新規契約分については少額減価償却資産とし、既契約分については

減価償却資産に振り替えることができるものとすべきである。 

 

12. 印紙税を廃止の方向で全面的に見直すこと 

 ［条文］印法 8・11・20 

 【意見および理由】（新設） 

総論として、経済取引にかかる契約決済等の電子化、多様化が進展する現在では、

文書課税としての印紙税には不合理・不公平な現象が生じているので、廃止の方向

で全面的に見直すべきである。 

各論として、印紙税法第 11 条「書式表示による申告及び納付の特例」で申告し、

調査を受け、申告漏れが発生した場合には修正申告となり、納付した本来の印紙税

相当額は損金となり加算税が損金算入となる。一方、印紙税法第 8条「印紙による

納付等」の場合は、３倍又は１．１倍が全て過怠税として損金不算入となっている。

印紙税法の過怠税について本来の納付すべき税金部分については、税の公平性から

も本来納付すべきであった印紙税額については損金算入すべきである。 
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13．税務調査手続について 

 【意見および理由】（新設） 

事前通知については、「その他国税に関する調査の適正な遂行に支障を及ぼすお

それ」がある場合には、事前通知を行わないこととしています。この場合、「税務

署長等」行政の主観的判断で裁量の幅が広がってしまうおそれがあります。例外事

由の判断基準を法令で明記すべきである。 
反面調査については、原則本人調査であって、本人調査では十分に把握できない

時に、別途、反面調査ができるという例外規定であることを規定上明記すべきであ

る。 

  

14．納税者権利憲章の策定について 

 【意見および理由】（再掲） 

 平成 24 年度税制改正大綱では見送られた「納税者権利憲章」については、税制・

税務行政について国民・納税者の信頼を確保するための礎となるべきものであり、

早急に策定されることが望まれる。 

 国税通則法第 1 条の目的規定を改正して、「納税者権利憲章」を策定して納税者

の権利保護を図るべきである。 
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Ⅱ 所得税法に関する改正意見 

 
1．土地建物等の譲渡損益の課税方式を見直すこと 

 ［条文］所法 69 措法 31・32 

 【意見および理由】（H24～） 

 土地建物等の譲渡損失と他の所得、譲渡益と他の損失について損益通算が認めら

れない現行の課税方式では、担税力を失った部分に対しても課税しており、わが国

の経済変動に対応できず、土地取引の活性化や遊休不動産の流動化を阻害している。

そもそも税体系や税制は、経済活動や資産選択等に対し中立的であるべきである。 

   ① 土地建物等の譲渡所得課税を総合課税にすれば、担税力に即した課税に実現

と土地の流動化による経済の活性化が期待される。 

   ② 土地建物等の譲渡損益について、所有期間を考慮したＮ分のＮ乗方式により

損益通算をした上で累進税率を適用すれば、現行よりも課税の弊害はなくなる。 

   ③ 長期譲渡損失の２分の 1 を損益通算の対象とすることにより、所得と損失の

取扱いの対称性が実現される。 

   ④ 居住用財産の譲渡損失については、住宅借入金等の有無を問わず、通常の土

地建物等の譲渡損失として取り扱う。 

 
2．雑損控除の適用範囲を拡大すること 

 ［条文］所法 72 

 【意見および理由】（H22～） 

 災害または盗難もしくは横領による資産損失にのみ認められている雑損控除の

範囲を、時代の変遷と損失内容の多様化に適合したものとなるように見直すべきで

ある。 
 【検討】 

 たとえば、金融機関が破綻した場合の預貯金等に生じた損失、違法建築を原因と

する強制退去・取壊しによる損失、ゴルフ場の倒産による損失（預託金の未返還を

含む）、近年多発している詐欺により損害を被った場合など、これら納税者の無過

失による損失も担税力の喪失という観点から適用対象に加えるべきである。 
 
3．所得控除を整理・簡素化すること 

［条文］所法 71～86 

【意見および理由】（一部加除 H24～） 

 所得控除は、長期にわたり累次に拡充されてきた結果、課税ベースが狭められ、

所得税の財源調達機能が低下しているとともに、本来、所得税に期待される格差是

正機能を弱める結果となっているとの指摘がある。また、社会保障と税の一体改革
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が議論される中、税制における社会保障給付の機能を見直すこと、すなわち、所得

控除から税額控除、手当への流れが検討されている。 
 したがって、人的控除は、世帯としての負担調整を行うものであるが、世帯の類

型や就労形態等が大幅に変化・多様化してきており、実態に対応しきれていない人

的控除制度は、基礎控除に統合する方向で組み替える必要がある。 
【検討】 
 人的控除以外の所得控除についても、創設当初の意義が乏しくなっているものが

あり、整理・簡素化することが必要である。 
 
4．源泉徴収の対象となる所得の範囲を見直すこと 

［条文］所法 181～215 

【意見および理由】（～） 

 現行の源泉徴収の対象となる所得の範囲は複雑で徴収漏れによる弊害や徴収納

付にかかる費用負担が嵩むのが現状である。 
 したがって、所得の支払段階で源泉徴収しておかないと所得税の徴収が困難にと

なるような場合を除いて、事業所得や雑所得で確定申告することを前提としている

所得に係るものについては、源泉徴収の対象を縮小・限定すべきであり、特に報酬・

料金等に対する源泉徴収については、申告納税制度が普及した現代において、その

必要性が薄れていると考える。 
【検討】 
 源泉徴収制度は、申告納税制度の枠内にある「徴収のための」制度であり、たと

えそれが税金の安定的・効率的徴収に貢献しているとはいえ、申告納税制度の理念

に照らして、源泉徴収の対象となる所得の範囲は縮小・限定に方向で見直すべきで

ある。 
 
5．財産債務明細書の提出制度を廃止すること 

［条文］所法 232（昭和 33 年） 

【意見および理由】（～） 

 財産債務明細書の提出制度は、昭和 25 年の富裕税の創設に伴い、これを補完す

るために設けられたものであり、昭和 28 年富裕税廃止に伴って一旦は廃止された

が、昭和 33 年に再び採用されている。 

 申告納税事務の簡素合理化と個人情報保護の観点から、この制度は早期に廃止す

べきである。 

 
6．生計を一にする親族が事業から対価を受ける場合の必要経費の特例規定を見直すこ

と 
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［条文］所法 56 

【意見および理由】（一部加除 H19～） 

 この規定は、現在では恣意的な所得分割による租税回避を排除すること以外に法

的な価値が認められず、世帯単位課税を旨としていた時代に照らせば、今や錯誤的

な存在として問題視されている。 
 複式簿記による記帳慣行が成熟した現在において、個人単位課税に立脚した事実

関係が証明できる場合には、企業の組織形態ではなく役務の対価として相当と認め

られるものについては必要経費とすべきである。 
 したがって、この規定は廃止の方向で検討すべきである。 

 
7．青色事業専従者給与に関する形式基準および届出制度を廃止し、専従者退職金を一

定要件のもとで必要経費とすること 

［条文］所法 37・56・57 

【意見および理由】（～） 
 青色申告者は事業と家計とが明確に分離されており、青色事業専従者については、

労働の実態や給与の支給形態等において、一般の従業員と何ら異なるところがない

にもかかわらず様々な法的規制が定められている。 
 したがって、青色事業専従者給与に関する形式基準や届出制度を廃止し、役務の

対価として相当である部分の金額については必要経費に算入できることとすべき

である。また、退職金として合理的な範囲内の金額についても必要経費への算入を

認めるべきである。 
 
8．不動産所得にかかる損益通算制度の特例の規定を廃止すること 

［条文］措法 41 の 4（平成 4年） 

【意見および理由】（～） 

 この制度はバブル経済期における地価高騰や過度の節税への対策として設けら

れたものであるが、現在の経済状況下においては、当初の政策目的は既に失せてい

る。 

 このような損益通算の制限は所得のないところに課税するものであり、法人税法

（平成 10 年度改正）との整合性を保つ観点からも、現行の不動産所得にかかる損

益通算制度の特例の規定は早急に廃止すべきである。 

 
9．相続財産を譲渡した場合、その譲渡した相続財産にかかる相続税相当額を取得費に

加算できる特例期間を延長すること 

［条文］措法 39 

【意見および理由】（～） 
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 相続財産である土地を譲渡する場合には、契約成立までに相当な熟慮機関を要す

るのが一般的である。 
 したがって、譲渡した相続財産にかかる相続税相当額を取得費に加算できる現行

の特例期間を更に相当期間延長すべきである。 
 
10．住宅借入金等特別控除の対象となる増改築等を、自己の所有している家屋について

行うもののみに限定せず、自己または親族の所有している家屋について行うものとす

ること 

［条文］措法 41 

【意見および理由】（～） 

 親の所有する家屋に子供が借入金で増改築を行って居住することは多々あるこ

とだが、現行法の規定によれば、このような場合には住宅借入金等特別控除の適用

対象外とされている。 
 税務執行の実務において、既存家屋の所有権を子供に移してから増改築を行った

場合には当該適用は認められるが、既存家屋が親の所有のまま子供が増改築行った

後に所有権の移転登記をした場合には認められない。そこで、その適用要件を満た

すために、あらかじめ既存家屋の所有権の全部または一部を子供に移転してから増

改築を行うという対策が一般的に行われている。 
 このように、結果としての実質的内容が全く同じであるにもかかわらず、形式的

な登記の手順によっては、その適用に可否が生ずるという不合理な事態が生じてい

る。 
 したがって、住宅投資の促進と担税力への配慮という制度の趣旨を生かしつつ、

現実に国民の間で広く行われている増改築の実態に即した住宅借入金等特別控除

の適用を可能にするため、自己の所有する家屋に限定せず、親族など一定範囲の者

が所有する居住用家屋について増改築を行うことを適用要件とすべきである。 
 
11．青色申告者の純損失の繰越控除の期間制限を見直すこと 

［条文］所法 70 所令 201 

【意見および理由】（新設） 

 所得税の更正の請求期間 5年にあわせて、現行の３年間から５年間に延長すべき

である。 
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Ⅲ 法人税法に関する改正意見 

 

1． 交際費等の損金不算入制度を廃止すること 

［条文］措法 61 の 4 

【意見および理由】（一部加除 H24～） 

 半世紀以上前の昭和 29 年に企業の冗費抑制と自己資本の充実を旨とした本制度

は、経済社会の構造変革に対応しきれないまま、措置法施行令 37 条の 5第 1 項の、

いわゆる 5,000 円基準とういう時限立法により、ますます租税体系にバランスを欠

くものとなっている。 

 課税強化による歳入確保のための租税制度ではなく、自由な経済活動を妨げない

税制、時代に適合する税制となるよう、交際費等の現行制度は早急に廃止すべきで

ある。 

【検討】 
 事業活動に必要不可欠な交際費は、その金額の多寡にかかわらず損金とし、社会

通念上必要とされる慶弔費等は交際費課税の対象外とすべきである。 
 
2．受取配当金は全額を益金不算入とすること 

［条文］法法 23 

【意見および理由】（H21～） 

 支払法人側で既に課税済みの配当等を受取法人側でも課税することは二重課税

にほかならず、かかる矛盾を排除する観点から、受取配当金については全額を益金

不算入とするべきである。 
 
3．売買目的外有価証券のうち市場価格にある有価証券（満期目的等有価証券を除く）

にかかる期末評価等を認めること 

［条文］法法 61 の 3 

【意見および理由】（～） 

 商法上は市場価格のある株式（子会社株式を除く）については、時価を付すこと

ができる旨を規定しており、会計基準上も市場価格のある全ての有価証券（子会社

株式および関係会社株式を除く）については、時価法として評価損の計上も行われ

ている。 
 したがって、税務上も売買目的外有価証券のうち市場価格のある有価証券（満期

目的等有価証券を除く）の期末評価については、時価法を選択できることとし、ま

た、評価損についても損金算入を認めるべきである。 
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4． 役員給与の損金不算入制度の見直し 

［条文］法法 34、法令 71、H18 改正法附則 23、H18 改正法令附則 2 

【意見および理由】（新設） 

 一定の中小法人については、役員のうち使用人兼務役員になれないものとしての

判定基準を、肩書等（副社長、専務、常務その他これらに準ずる職制上の地位を有

する役員）による形式基準ではなく、その勤務実態から職制上の地位が認められる

者で一定の役員については、実質基準により損金算入を認めるべきである。 
 
5．個別評価対象貸倒引当金について 

［条文］法法 52 

【意見および理由】（新設） 

 破産法の規定による破産手続開始の申立て等があった場合に、現行は対象債権金

額から一定額を控除した金額の 50％相当額が繰入限度額とされている（法令 96①

三）が、破産手続開始の申立て等があった債権についての最終的な債権回収金額は、

債権金額の数パーセントといったところが現実であり、50％の繰入額設定は現実と

あまりに乖離している。これについては実地調査を行い平均的な最終回収金額を調

査した上で繰入限度額の引き上げを実施すべきである。 

したがって、現行 50％の繰入率を実態に合わせて見直す。 

 
6．退職給付引当金の損金算入を一定の中小法人について認めること 

［条文］旧法法 54 法法 22④ 

【意見および理由】（新設） 

 法人税法上の各事業年度の所得は、一般に公正妥当と認められる会計処理を基準

として計算される。債務確定主義を原則とすれば、退職給付引当金はその例外とし

て、別段の定めをもって認められていた。平成 14 年に同引当金が経過期間（最大

10 年）を経て廃止された。また、同制度が廃止された以後、非正規雇用・ワーキ

ングプアといった雇用条件の格差の問題が顕著となってきている。 

 中小企業が準拠すべき「中小企業の会計に関する指針」においても当期の費用に

属する金額を当期の費用に計上しなければならないとしている。 

 したがって、退職給与引当金の損金算入を一定の中小法人について認めるべきで

ある。 

 
7．国外関連者に対する寄付金の損金算入を一定の中小法人について認めること 

［条文］法法 37 措法 66 の 4 

【意見および理由】（新設） 

 国外関連者に対する寄付金が全額損金不算入となる理由は、移転価格税制との整
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合性に求められる。移転価格税制では、国外関連者との取引価格が寄付金認定され

た場合に、一定の限度額まで損金算入が認められると、国外関連者に移転する所得

を内国内法人の所得に加算することで調整するその制度に首尾一貫性を欠くこと

になるためとされている。 
 円高の進行に伴い製造業を営む中堅中小企業の中でも、生き残りを賭け海外に子

会社を設立し、海外に製造拠点を移す動きが今後も続くものと予想されます。その

際、海外に設立した子会社は、当面赤字続きであったり、事業の運営上、現地の他

社に管理を委託することが困難な場合が多く、結果として国内の親法人が様々な業

務支援を行っている現状が見受けられます。また、親会社が子会社に対して、実際

に役務の提供にかかる対価を請求する場合には、相手国によっては親子会社間の送

金には現地国の法令上の制限から実質的に請求できない場合もある。 

 したがって、国外関連者に対する寄付金の損金算入を一定の中小法人について認

めるべきである。 

 

8．試験研究費に係る税額控除制度の見直しについて  
［条文］措法 42 の 4 

【意見および理由】（新設） 

 国際競争力の維持向上のためには、企業の研究開発投資は欠くことができないも

のであり、まさにその活動は生命線である。 
 中小企業等においては、試験研究費に含まれる「人件費」について独立した研究

開発部門を設けて専任担当者を配置しているケースは稀である。ライン業務と兼務

で同時並行的に研究開発を行っているのが現状である。ところが、現行法では、対

象とされる試験研究費には、「専門的知識を持って試験研究の業務に専ら従事する

ものの人件費」に限られている。そのため、たとえ専ら従事していなくても、従事

割合が合理的に算出できる場合には、その割合でもって計算される人件費を税額控

除の対象に含めるべきである。 
 
9． 適用額明細書の添付について 

【意見および理由】（新設） 
 適用額明細書は「租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律」に基づき、

法人税関係特別措置を適用する場合には、法人申告書への添付が必要とされるもの

であるが、更正の請求等、申告要件の緩和とのバランスから廃止すべきである。 
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Ⅳ 消費税法に関する改正意見 

 
1． 消費税の基準期間制度を廃止すること 

［条文］消法 1① 

【意見および理由】（H24～） 

 前々年又は前々事業年度を基準期間として当該課税期間の納税義務を判定する

現行の制度では、その課税期間に課税売上高が多額であっても免税事業者となった

り、反対に、その課税期間の課税売上高が 1,000 万円以下であっても納税義務が生

じることとなったりするような不合理な現象が生じる。また、免税事業者が課税事

業者を選択する場合の届出書の効力発生時期は、提出日の属する課税期間の翌課税

期間以降であり、常に 1 年ないし 2 年先の状況を予測しなければならない。この判

断をすべての中小企業者に求めるには無理がある。 

【検討】 
 基準期間制度による弊害を解決するために、当該課税期間における課税売上高が

1,000 万円を超えていれば原則として課税事業者となるようにし、1,000 万円以下

であれば申告を行うかどうかを選択できる制度とすべきである。 

 
2．仕入税額控除計算の「一括比例配分方式」は、いつでも「個別対応方式」に変更可

能とすること 

［条文］消法 30⑤ 

【意見および理由】（H21～） 

 仕入税額控除における一括比例配分方式は、事務処理能力の不足を補うための制

度であり、この方式の 2 年間の継続適用という個別対応方式への変更制限は、両方

式を交互に利用することに恣意性を排除する目的もあるとされている。 

 しかし、個別対応方式による控除税額は実際の仕入活動をより反映しているもの

であり、恣意性の問題を指摘すべきものではなく、最近では、経理事務はパソコン

等によることが多く、個別対応方式を適用するための要件も整いやすくなっている。 

 したがって、要件さえ整えばいつでも個別対応方式への変更ができるように改め

るべきである。 
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Ⅴ 地方税法に関する改正意見 

 

1．固定資産税評価額は、十分な検討を行い実態に即したものとすること 

［条文］地法 388 

【意見および理由】（H22～） 

 固定資産税の課税標準となる固定資産税評価額は、相続税、登録免許税、不動産

取得税など他の税目の課税標準として援用されており、特に、相続税においては、 

不動産や取引相場のない株式の評価に影響を与えている。 

 ところが、土地については、地方税法において適正時価により評価するとされて 

いるが､一般的な土地の取引市場を形成していない市街化調整区域内の雑種地や既

存宅地以外の宅地では、実勢価格との飛離が多く見受けられ、建物については、耐

用年数省令を基に減価償却した残存価額と比較しても、異常に高く評価されている。 

 したがって、固定資産税評価額を算定する際には、他の国税や地方税に与える影 

響を考慮し実態に即したものとするとともに､その評価基準と算定基準を公開する 

ことにより課税の公平を図るべきである。 

【検討】 

 固定資産税では､その評価額について縦覧期間と不服申立期間が設けられている 

が、他の税目に援用する場合には、固定資産税評価額が決定済みであるため、不服

申立ては困難である。固定資産税評価額を援用している税目において、固定 資産

税評価額と時価に相当な開差が生じていると認められる場合には､それらの課税標

準を合理的な資料を基にした客観的な時価とすべきである。 

 

2．事業税における社会保険診療報酬等に対する特例措置を廃止すること 

［条文］地法 72 の 23．72 の 49 の 8 

【意見および理由】（Hl9～） 

 事業税における社会保険診療報酬等の課税除外の措置は､結果的に特定の業種 

に対する優遇措置としてのみ機能し、社会的な不公平を生じさせていることから、

この制度は早急に廃止すべきである。 

【検討】 

 この措置は、社会保険の保護育成を図り、社会保険診療報酬に係る点数の単価が 

政策的に決定されることへの対応として設けられたものであると言われているが、

このような問題は社会保険政策の中で対処すべきものであり、税制において対応す

べき性質のものではない。 

 

3．婚姻期間が 20 年以上である配偶者から贈与により取得した居住用不動産にかかる

不動産取得税の計算に特別控除額を設けること 
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［条文］地法 73 の 7 

【意見および理由】（～） 

 贈与税の配偶者控除制度は、配偶者の老後の生活安定を旨として設けられたもの

である。 

 したがって、その趣旨を尊重し、婚姻期間が 20 年以上である配偶者から贈与に

より居住用不動産を取得した場合には、かかる不動産取得税の計算上、課税価額か

ら贈与税の配偶者控除額と同額を控除できるようにすべきである。 

 

4．法人事業税・法人住民税について欠損金の繰戻還付制度を創設すること 

［条文］地法 53.321 の 8 

【意見および理由】（～） 

 企業における営業年度は人為的に区切られたものに過ぎず、欠損が生じた事業年

度も利益が生じた事業年度も本来は一体のものであることから、法人税に限らず、

法人事業税や法人住民税についても欠損金の繰戻還付制度を創設すべきである。 

 

5．個人事業税の事業主控除額を引き上げること 

［条文］地法 72 の 49 の 10 

【意見および理由】（～） 

 個人事業税における事業主控除の本来の趣旨を踏まえ、その控除額を少なくとも

500 万円程度に引き上げ、制度の目的に合致させるべきである。 
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Ⅵ 中期的に検討すべき課題 

 

1． 消費税率の改正について 

【意見および理由】（全文修正 H24～） 

 深刻化する日本財政の状況や高齢化に伴う社会保障費増大への対応として消費

税増税の議論が行われている。消費税率を引き上げると、所得が多い家計ほど、消

費に回す平均的な割合が低下するので、所得に対する消費税の負担割合は低くなり、

逆に所得の少ない家計ほど消費税の負担割合は高くなる。これが、逆進性と称され

るもので、公平性の観点から問題視されている。この対策で提案されているのが「給

付付き税額控除」である。 

 給付付き税額控除の実施には、個人の所得を正確に把握する必要があり、国民一

人ひとりに番号を割り当て、個人の識別や本人確認を効率的に行う「社会保障・税

番号制度」の導入がなければ難しい。 

 野田政権が打ち出した消費税率の引き上げ素案では、導入時期については景気動

向を配慮するという但し書きがある。また、野田政権が決定した「社会保障・税一

体改革素案」の中では、消費税増税に伴う逆進性対策として、当面「簡素な給付措

置」を過渡的に実施し、「社会保障・税番号制度」導入後には、所得に応じて減税

と給付を組み合わせる「給付付き税額控除」に移行することが述べられている。 

【検討】 

 消費税率の引き上げを行う場合に必要とされる税制上の措置について言及する。

第一に消費税の課税方式については帳簿計算方式を維持し、複数税率は採用しない。

消費税の逆進性緩和の措置については、所得税の人的控除項目の整理と税制と社会

保障制度の一体改革のなかで、給付付税額控除適用の方向性について検討すべきで

ある。 

 税率については、社会保障目的税化やその使途である基礎的社会保障制度の抜本

的な改革が検討の前提とされるが、わが国の税制は着実に所得課税から消費課税へ

と軸足を移している。税率改定が目論見通りの税収増となるためには、国民の消費

支出を誘発し景気動向に対して中立となるよう、所得税、資産課税を同時並行して

見直す必要がある。 

   

2．確定決算基準の維持について 

［条文］法法 22④、74① 

【意見および理由】（H22～） 

 現行の法人税法は確定決算基準を採用しており、その実質的な意義は､確定した

決算において採用し選択した会計処理が適正な会計基準に従い法人税法上も容認
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できるものである限り、税務計算もそれに拘束され申告調整が認められないことに

ある。また、確定決算基準には次の機能がある。 
 ① 財務諸表を単一化するという便宜性 
 ② 減価償却など法人の内部取引処理の確認が容易になり申告調整による課税所

得の減額を防止できるという課税の安定性 
 ③ 企業利益と課税所得を有機的に結びつけることのよる申告の真実性 
 ところが、この基準については、企業会計上の利益を裏付ける会計理論が常に適

正かつ正当であるという保証がない限り、その利益を課税ベースとすることには法

的な問題があると考えられており、いわゆる分離主義に移行すべきであるという意

見がある。 
 しかし、もし確定決算基準を廃止した場合には､企業会計とは別に税務計算上の

企業利益を算定する必要が生じ、結果として帳簿の作成や決算・申告事務の煩雑化

を招きかねない上に､法人税法に網羅的かつ自己完結的な計算規定を設ける必要が

生じるなど立法上の不都合が惹起される。 
 また、企業会計と法人税制が著しく派離した場合には､確定決算基準は形骸化し、

その維持が困難になることが予測される。 
 したがって、現状の企業に実務を考慮すれば､今後も確定決算基準を維持するこ

とが適当である。 
 

3．ｅ－ＴａｘとｅＬＴＡＸの効率的運用について 

【意見および理由】（一部加除 H24～） 

 わが国の国税､地方税及び社会保険料の納付及び徴収は､国税庁､地方自治体、日

本年金機構及び労働局などで個別に行われているが､それらの計算基礎には重複し

た部分が多数存在するため、これらの申告・納付等は各別に行わなければならなく、

納税者等に重複した事務負担が強いられている。 

 また、徴収機関がそれぞれ独立していることで､行政コストの肥大化の原因とも

なっている 

 課税ベースや計算基礎が共通していることに着目すれば､国税と地方税の事務 

一元についての検討は可能であり、国税と社会保険料の一元化よりも、国税と地方

税の事務一元化の方が実効性は高いと考えられる。 

 地方自治の本旨や地方分権推進を十分考慮しなければならないが､地方税に関 

する行政事務が削減できる分､地方がすべき福祉や環境に予算と人員を充てること

ができると考えられる。 

【検討】 

①  地方税法上の申請・届出の様式を全国で統一すること 
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 地方税における申請書および届出書等は､地方公共団体により独自の様式を定

めているものが多く、納税者の利便性の観点から、様式を統一することが必要で

ある。 

②  電子申告・電子納税の環境を一層整備すること 

 個人の場合の電子申告は所得税と住民税の申告が同時に完結するが､法人につ

いては、国税庁、都道府県、政令指定都市及び一部の市町村に対して、それぞれ

に申告しなければならなく、一層の電子申告の普及を図るためにも、e-Tax と

eLTAX の統一的な運用を行うことが必要である。 

 また、納税者利便を図るためには、電子納税についても電子申告との一体的運

用行うべきであり、国税のダイレクト方式電子納税に続き、地方税についても同

様の措置が講じられることが必要である。 

③  電子証明書等特別控除の適用範囲の拡充について 

 現行では、所得税の確定申告書の提出をe-Taxを利用して行う場合に限定して、

一定の税額控除を受けることができます。そもそもこの制度は電子申告導入時の

イニシュアルコストを支援するために創設されたものである。電子申告が一般に

普及してきた段階では、金額はたとえ僅少であっても、電子申告事務のランニン

グコストを補填する目的で、その適用範囲を拡充する措置が望まれる。 

  

4．相続税・贈与税について 

 【意見および理由】（新設） 

 平成 24 年度税制大綱において、基礎控除の引下げを始めとする相続税の課税ベ

ースや税率構造の見直し、贈与税の税率構造の見直し、相続時精算課税制度の対象

受贈者に孫を追加するといった改正事項については見送られた。 

 このうち、相続税の課税ベースの議論について大綱では、相続税が課される相続

が亡くなられた方 100 名に対して 4 件程度に低下していることに言及しているが、

本来最適な課税ベースは、相続人がその生活基盤として必要とされる財産がどの程

度であるかに依拠すべきものであり、単に税収増を意図して見直すことは適当では

ない。 

 

5． 不服申立手続の改革の方向性について 

【意見および理由】（新設） 

 国税不服審判所の審判官の任用については、今後は民間からの採用を増やす方向にあ

る。その場合は常勤採用されることが条件となっているが、国家公務員法の兼業規則、

税理士法等の規制から、税理士等の税務に関する識見を有する者が最も適任であると考

えられるが、常勤勤務が壁となっている。事件毎あるいは非常勤としても採用可能とな

るよう体制を改めることが望まれる。
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あとがき 

 

 政府が 2月 17 日に閣議決定した「社会保障・税一体改革」が、今後いかなる方向に

進むかは依然として不透明な状況にある。改革案の本旨は、社会保障の安定財源確保と

財政健全化を同時に達成することであり、それぞれの目標を実現する道のりは険しい。 

現状では、年金・医療・介護など社会保障制度を通じて国民に提供される社会保障給

付額の財源は、社会保険料収入だけでは足らず、公費負担すなわち一般会計からの租税

収入、公債金収入で賄われている。社会保障の一層の強化を求めるのならば、社会保険

料や消費税率の引き上げによる歳入増を図ることは避けて通ることができないであろ

う。ただし、制度面から消費税率の引き上げには留意すべきことが挙げられる。 

改革案では段階的に税率５％引き上げを予定しているが、実際に社会保障の機能強化

に向けられるのは１％に過ぎないと試算されている。消費税収については、年金・医療・

介護・少子化対策に使途が限定されていることから、実質的には、消費税を社会保障の

目的税化するものとも考えられる。社会保険料とは異なり、税を財源とする社会保障に

は、給付と負担の関係を不明確にし、サービス需要を増加させるという欠点がある。 

また、税率に比例した税収増につなげるためには、消費税に内在する転嫁や逆進性の

問題などに所要の手当が必要である。負担の増加や受益の削減を強いる政策は、なかな

か国民の理解と納得を得難いものであるが、税が有する所得再分配機能と社会保障とは

方向性を一にするものであり、一体的に検討実施される必要がある。 
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 当会調査研究部では、次の三点を基本とした会員各位からの貴重なご意見を募集して

おりますので、引き続きご理解ご協力のほど宜しくお願いいたします。 

 

① 重要な改正意見については、それに関連した項目や論点も考慮して、中長期的な

展望で検討する。 

 

② 経済情勢や社会環境の変化に対応するため、早急に改正すべき項目や負担の緩和

を求める項目について検討する。 

 

③ 税制に関する執行や運用に関する意見については、更に一層の検討をする。 
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